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１　予算の規模

■ 予算総計表

令和８年度 令和７年度 増減額 伸率

36,375,000 34,005,000 2,370,000 7.0

16,156,149 15,704,810 451,339 2.9

国民健康保険 6,717,999 6,601,815 116,184 1.8

後期高齢者医療 2,888,547 2,680,366 208,181 7.8

介護保険 6,469,833 6,333,555 136,278 2.2

三ケ峯台団地汚水処理事業 8,811 8,817 △ 6 △ 0.1

南山エピック団地汚水処理事業 12,652 12,590 62 0.5

五色園団地汚水処理事業 58,307 67,667 △ 9,360 △ 13.8

3,558,309 3,291,331 266,978 8.1

下水道事業 3,558,309 3,291,331 266,978 8.1

56,089,458 53,001,141 3,088,317 5.8合計

（単位：千円、％）

会計名

一般会計

特別会計

企業会計

○令和８年度当初予算は、一般会計・特別会計・企業会計の総額で５６０億
８，９４５万８千円の予算となりました。令和７年度当初予算と比較する
と３０億８，８３１万７千円、５．８％の増加となります。

〇一般会計は、歳入面において雇用・所得環境や金融環境の改善等による個
人市民税、交付金の増加に加え、教育施設整備等に対応した地方債の活用
等により、増加となりました。
歳出面においては、賃金や物価上昇の影響を経常的経費に反映したこと

による子育て・障害者支援や人件費などの増加に加え、西小学校用地購入、
小学校体育館等空調設置といった教育施設整備や北のエントランス拠点推
進事業、（都）野方三ツ池公園線整備事業などの将来を見据えた都市基盤
整備の推進による投資的事業の増加により、前年度に比べて２３億７，０
００万円、７．０％の増加となり、５年連続の増加となりました。
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■ 最近１０年間の予算額の推移

※公営企業会計へ移行された下水道事業は切り離しています。
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２　歳入の状況（一般会計）

■ 歳入款別一覧表
（単位：千円、％）

款 款名称 令和８年度 令和７年度 増減額 伸率
８年度
構成比

７年度
構成比

1 市税 17,322,820 16,695,334 627,486 3.8 47.6 49.1

2 地方譲与税 212,000 210,700 1,300 0.6 0.6 0.6

3 利子割交付金 40,000 7,100 32,900 463.4 0.1 0.0

4 配当割交付金 200,000 160,000 40,000 25.0 0.6 0.5

5 株式等譲渡所得割交付金 170,000 150,000 20,000 13.3 0.5 0.4

6 法人事業税交付金 220,000 220,000 0 0.0 0.6 0.7

7 地方消費税交付金 2,200,000 2,100,000 100,000 4.8 6.1 6.2

8 ゴルフ場利用税交付金　 1,600 1,600 0 0.0 0.0 0.0

9 環境性能割交付金 1 50,000 △ 49,999 △ 100.0 0.0 0.2

10 地方特例交付金 187,001 130,001 57,000 43.8 0.5 0.4

11 地方交付税 40,000 40,000 0 0.0 0.1 0.1

12 交通安全対策特別交付金 8,000 10,000 △ 2,000 △ 20.0 0.0 0.0

13 分担金及び負担金 286,990 275,319 11,671 4.2 0.8 0.8

14 使用料及び手数料 332,642 338,880 △ 6,238 △ 1.8 0.9 1.0

15 国庫支出金　 6,271,043 5,839,535 431,508 7.4 17.2 17.2

16 県支出金　 3,032,545 2,626,501 406,044 15.5 8.3 7.7

17 財産収入　 34,326 14,460 19,866 137.4 0.1 0.0

18 寄附金　 769,802 758,802 11,000 1.4 2.1 2.2

19 繰入金　 2,532,719 2,144,217 388,502 18.1 7.0 6.3

20 繰越金　 300,000 300,000 0 0.0 0.8 0.9

21 諸収入 703,511 1,047,551 △ 344,040 △ 32.8 1.9 3.1

22 市債 1,510,000 885,000 625,000 70.6 4.2 2.6

36,375,000 34,005,000 2,370,000 7.0 100.0 100.0

自主財源 22,282,810 21,574,563 708,247 3.3 61.2 63.4

依存財源 14,092,190 12,430,437 1,661,753 13.4 38.8 36.6

一般財源 24,014,253 22,576,469 1,437,784 6.4 66.0 66.4

特定財源 12,360,747 11,428,531 932,216 8.2 34.0 33.6

合計

内

訳
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■ 対前年度増減比較

市債
0.0％

〇自主財源比率は、自主財源である市税の増加がみられるものの、依存財源であ

る市債や国庫支出金、県支出金の増額などにより、令和７年度と比べて２．２

ポイント減少の６１．２％、一般財源比率については、令和７年度と比べて０．

４ポイント減少の６６．０％となります。

歳入予算額構成比

市税
47.6％

繰入金
7.0%

諸収入
1.9%

分担金・負担金
使用料・手数料

財産収入
寄附金・繰越金

4.7%

国庫支出金
17.2%

県支出金
8.3%

地方譲与税
各種交付金
地方交付税

9.1%市債
4.2%

予算額
363億7,500万円

自主財源
61.2％

依存財源
38.8％
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３　市税の状況（一般会計）

■ 市税内訳表
（単位：千円、％）

令和８年度 令和７年度 増減額 伸率
８年度
構成比

７年度
構成比

8,317,000 7,755,300 561,700 7.2 48.0 46.5

572,700 572,700 0 0.0 3.3 3.4

7,180,520 7,118,557 61,963 0.9 41.5 42.7

土地 3,077,800 3,018,770 59,030 2.0 17.8 18.1

家屋 3,279,500 3,255,477 24,023 0.7 18.9 19.5

償却資産 779,700 793,356 △ 13,656 △ 1.7 4.5 4.8

滞納繰越分 30,000 37,500 △ 7,500 △ 20.0 0.2 0.2

国有資産等 13,520 13,454 66 0.5 0.1 0.1

180,000 184,800 △ 4,800 △ 2.6 1.0 1.1

424,000 420,000 4,000 1.0 2.5 2.5

648,600 642,477 6,123 1.0 3.7 3.8

0 1,500 △ 1,500 △ 100.0 0.0 0.0

17,322,820 16,695,334 627,486 3.8 100.0 100.0

■ 最近１０年間の市税の当初予算計上額の推移

税目

個人市民税

法人市民税

都市計画税

合計

入湯税

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税

0
2,000
4,000
6,000
8,000

10,000
12,000
14,000
16,000
18,000
20,000

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

その他

都市計画税

固定資産税

法人市民税

個人市民税

百万円

年度
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税目
個人市民税
法人市民税
固定資産税

軽自動車税
市たばこ税
特別土地保有税
入湯税
都市計画税
合計

個人市民税
法人市民税
固定資産税
都市計画税
軽自動車税
市たばこ税

○市税の総額は、１７３億２，２８２万円で、前年度と比べて、６億２，７４

８万６千円、３．８％の増加となります。

○個人市民税は、賃金上昇などによる所得割の増加を見込み、５億６，１７０

万円、７．２％の増加となります。

○法人市民税は、緩やかな景気回復の動きが見られる一方、今後の経済情勢に

は依然として不透明感が残ることから、前年度と同水準の税収を見込みます。

○固定資産税は、地価上昇や家屋の新築を見込み、６，１９６万３千円、

０．９％の増加となります。

○都市計画税は、固定資産税と同様の理由により、６１２万３千円、１．０％

の増加となります。

個人市民税 48.0%

法人市民税 3.3%

固定資産税 41.5%

都市計画税 3.7%

軽自動車税 1.0%

市たばこ税 2.5%

市税内訳
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４　歳出の状況（一般会計）

■ 歳出款別一覧表（一般会計）
（単位：千円、％）

款 款名称 令和８年度 令和７年度 増減額 伸率
８年度
構成比

７年度
構成比

1 議会費 292,613 284,836 7,777 2.7 0.8 0.8

2 総務費 3,915,091 4,385,355 △ 470,264 △ 10.7 10.8 12.9

3 民生費　 16,692,448 16,052,760 639,688 4.0 45.9 47.2

4 衛生費 2,962,923 2,877,342 85,581 3.0 8.1 8.5

5 労働費 3,250 3,311 △ 61 △ 1.8 0.0 0.0

6 農林水産業費　 180,678 157,433 23,245 14.8 0.5 0.5

7 商工費　 1,266,294 854,082 412,212 48.3 3.5 2.5

8 土木費 2,409,602 2,446,600 △ 36,998 △ 1.5 6.6 7.2

9 消防費　　 1,229,912 1,102,873 127,039 11.5 3.4 3.2

10 教育費　 6,260,457 4,709,947 1,550,510 32.9 17.2 13.9

11 災害復旧費　 6 6 0 0.0 0.0 0.0

12 公債費　 1,088,701 1,076,531 12,170 1.1 3.0 3.2

13 諸支出金　 23,025 3,924 19,101 486.8 0.1 0.0

14 予備費　 50,000 50,000 0 0.0 0.1 0.1

36,375,000 34,005,000 2,370,000 7.0 100.0 100.0

0

合計

議会費

0.8% 総務費

10.8%

民生費

45.9%
衛生費

8.1%

労働費

0.0%

農林水産業費

0.5%

商工費

3.5%

土木費

6.6%

消防費

3.4%

教育費

17.2%

公債費

3.0%

その他

0.2%

歳出予算額構成比

-10-



款名称
議会費
総務費
民生費　

労働費

商工費　

教育費　

公債費　

予備費　
合計

1月1日人口

議会費
総務費
民生費　

労働費

商工費　

教育費　
公債費　
その他
合計

議会費

3,095
総務費

41,415

民生費

176,578

衛生費

31,343
労働費

34

農林水産業費

1,911

商工費

13,395

土木費

25,490 

消防費

13,010

教育費

66,225

公債費

11,517

その他

773

１人あたりの歳出内訳

予算額(１人あたり) 384,786円

※令和8年1月1日人口：94,533人

（単位：円）

○総務費は、（仮称）次世代交流センター建設工事が皆増したものの、公共施
設ＬＥＤ化工事やシステム標準化対応委託料の減少などにより、４億７，０
２６万４千円、１０．７％の減少となります。

○民生費は、認可保育所等支援事業の施設型給付費、保育園維持管理工事、放
課後子ども総合プラン運営委託料の増加などにより、６億３，９６８万円８
千円、４．０％の増加となります。

○衛生費は、尾三衛生組合負担金や南部浄化センターし尿処理負担金の増加な
どにより、８，５５８万１千円、３．０％の増加となります。

○商工費は、企業再投資促進補助金が減少したものの、デジタル商品券発行業
務委託料の増加などにより、４億１，２２１万２千円、４８．３％の増加と
なります。

○土木費は、北のエントランス拠点推進事業の区画整理組合補助金が皆増した
ものの、（都）野方三ツ池公園線整備事業の道路整備工事の減少などにより、
３，６９９万８千円、１．５％の減少となります。

○消防費は、尾三消防組合負担金の増加などにより、１億２，７０３万９千円、
１１．５％の増加となります。

○教育費は、西小学校用地購入費や赤池小学校校舎増築工事の皆増などにより、
１５億５，０５１万円、３２．９％の増加となります。

-11-



５　歳出性質別の状況（一般会計）

■ 歳出性質別一覧表（一般会計）
（単位：千円、％）

令和８年度 令和７年度 増減額 伸率
８年度
構成比

７年度
構成比

義務的経費 16,132,949 15,612,199 520,750 3.3 44.4 46.0

人件費 6,391,544 6,150,758 240,786 3.9 17.6 18.1

扶助費 8,652,704 8,384,910 267,794 3.2 23.8 24.7

公債費 1,088,701 1,076,531 12,170 1.1 3.0 3.2

投資的経費 3,972,659 2,464,282 1,508,377 61.2 10.9 7.2

普通建設費 3,972,653 2,464,276 1,508,377 61.2 10.9 7.2

災害復旧費 6 6 0 0.0 0.0 0.0

その他の経費 16,269,392 15,928,519 340,873 2.1 44.7 46.8

物件費 9,304,488 8,587,039 717,449 8.4 25.6 25.3

維持補修費 225,679 257,028 △ 31,349 △ 12.2 0.6 0.8

補助費等 3,925,856 4,258,917 △ 333,061 △ 7.8 10.8 12.5

積立金 59,729 26,329 33,400 126.9 0.2 0.1

投資・出資・貸付金 120,001 120,001 0 0.0 0.3 0.3

繰出金 2,583,639 2,629,205 △ 45,566 △ 1.7 7.1 7.7

予備費 50,000 50,000 0 0.0 0.1 0.1

36,375,000 34,005,000 2,370,000 7.0 100.0 100.0

■ 最近１０年間の義務的経費の当初予算計上額の推移

性質名称

合計
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■ 対前年度増減比較

○義務的経費（人件費、扶助費、公債費の３つを指し、支出が義務づけられ任

意に削減できない経費）は、５億２，０７５万円、３．３％の増加となりま

す。

○近年の義務的経費は、上昇傾向にあります。

人件費は、人事院勧告に伴う給与改定により、２億４，０７８万６千円、３．

９％の増加、扶助費は、施設型給付費や自立支援給付費の増加などにより、

２億６，７７９万４千円、３．２％の増加となります。

○投資的経費は、公共施設ＬＥＤ化工事の減少などがあるものの、西小学校用

地購入や中学校武道場空調設置工事、赤池小学校校舎増築工事、（仮称）次

世代交流センター建設工事の皆増や小学校空調設置工事の増加などにより、

１５億８３７万７千円、６１．２％の増加となります。

〇その他の経費は、３億４，０８７万３千円、２．１％の増加となります。

補助費等は、定額減税補足調整給付金の皆減などにより、３億３，３０６万

１千円、７．８％減少したものの、物件費がデジタル商品券発行業務委託料

の増加などにより、７億１，７４４万９千円、８．４％の増加となります。
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６　基金の状況（一般会計）

■ 基金残高表

基金名称
令和７年度末
残高見込み

令和８年度
繰入予定額

令和８年度
積立予定額

（元金＋利子）

令和８年度末
残高見込み

財政調整基金 3,501,006 1,423,668 478 2,077,816

公共施設整備基金 4,166,506 811,337 20,544 3,375,713

減債基金 13,620 0 22 13,642

地域福祉基金 156,327 0 849 157,176

東部丘陵保全基金 108,366 2,033 1 106,334

災害対策基金 67,445 7,726 384 60,103

森林環境譲与税基金 6,758 3,000 0 3,758

庁舎建設基金 712,402 76,629 6,451 642,224

ふるさと応援基金 553,110 163,261 1,000 390,849

企業版ふるさと納税地方創生基金 39,000 14,850 30,000 54,150

合計 9,324,540 2,502,504 59,729 6,881,765

■ 最近１０年間の基金繰入金の当初予算計上額の推移

（単位：千円）

0
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

その他

公共施設整備基金

財政調整基金

百万円

年度

前年度末残高は、変更の可能性があるので、
このページは最終確認をすること。

○令和８年度の基金からの繰入金は、前年度比較で３億８，８２９万９千円、

１８．４％増加し、２５億２５０万４千円となります。

○このうち、財政調整基金からは、前年度比較で２億３６７万５千円、１６.

７％増の１４億２，３６６万８千円を繰り入れます。また、公共施設整備基

金からは公共施設の修繕予算枠、インフラ修繕予算枠工事のほか、赤池小学

校校舎増築、西小学校用地購入などに充てるため、８億１，１３３万７千円

を繰り入れます。

○前年度からの繰越金による歳入増額や入札残・執行残による歳出減額等が見

込まれるため、実際の繰入額は、当初予算計上額より減少する見込みです。
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７　地方債の状況（一般会計）

■ 最近１０年間の市債（歳入）の当初予算計上額の推移

■ 最近１０年間の市債残高（見込み）の推移

※令和７年度及び令和８年度の残高は見込みです。

※平成２９年度以降に赤字地方債の計上はありません。
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市債発行額のうち赤字地方債

市債発行額のうち建設地方債
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○市債には、主として公共建築物やインフラ資産を整備するための財源として

借入れる「建設地方債」と、一般財源の不足を補い、どのような経費にも充

てられる「赤字地方債」があります。

○令和８年度は、西小学校用地取得事業や赤池小学校校舎増築事業、小学校体

育館空調設置事業などの財源の一部として、建設地方債を充当します。

〇上記事業の財源として、１５億１，０００万円を計上しており、建設地方債

は、前年度比較で６億２，５００万円の増加となります。

○市債の残高は、「竹の山小学校・日進北中学校」の用地取得を行った平成２

１年度の約１７５億円をピークに減少傾向にありましたが、財政負担を平準

化するための積極的な地方債の発行により、令和８年度末時点では、約８０

億円となる見込みです。

○市債残高のうち、赤字地方債の残高は、近年、臨時財政対策債等を発行して

いないため、減少することが見込まれます。

8,001

885

1,510

7,488
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８　都市計画税充当事業

■ 都市計画税充当表

国県
支出金

市債 一般財源

８
土木費

２
道路橋
梁費

３
道路整備
事業費

（都）野方三ツ池
公園線整備事業

194,965 58,000 42,000 94,965 83,164

北のエントランス
拠点推進事業

206,159 0 0 206,159 180,539

日進駅西土地区画
整理地区外関連事
業

11,643 0 0 11,643 10,196

４
下水道費

下水道事業会計繰
出金

406,393 0 0 406,393 355,890

１２
公債費

１
公債費

公園整備事業償還
金元金

4,671 0 0 4,671 4,090

土地区画整理事業
償還金元金

15,534 0 0 15,534 13,604

公園整備事業償還
金利子

74 0 0 74 65

土地区画整理事業
償還金利子

1,201 0 0 1,201 1,052

840,640 58,000 42,000 740,640 648,600合計

一般財源
のうち

都市計画
税充当額

(単位：千円）

款 項 目 事業名 予算額

財源内訳

４
都市計
画費

３
土地区画
整理費

１
元金

２
利子

○都市計画税は、市街化区域内に所在する土地又は家屋の所有者に対して課す

ことができる目的税です。都市計画事業又は土地区画整理事業に要する経費

などに充当します。

○道路整備事業、土地区画整理事業、下水道事業会計への繰出金のほか、過去

に借り入れた街区公園整備事業、土地区画整理事業の市債の元利償還金にも

充当しています。

○充当金額は、６億４，８６０万円となっています。
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９　森林環境譲与税充当事業

■森林環境譲与税充当表
(単位：千円）

事業名 予算額

６
農林水
産業費

２
林業費

１
林業振
興費

森林保全保護事業 4,554

款 項 目

一般財源
のうち

森林環境
譲与税
充当額
（※）

国県
支出金

市債 一般財源

1,083

財源内訳

0 3,471 3,102

7,284

0 0 2,926 2,614

0

３
中学校
費

２
教育振
興費

0

14,548

１０
教育費

中学校運営事業 2,926

小学校運営事業 8,151
２
小学校
費

２
教育振
興費

8,151

※森林環境譲与税基金繰入金（3,000千円）を含む。

13,000合計 15,631 1,083 0

○森林環境税は、令和６年度から開始された、個人住民税均等割の枠組みを

用いて、国税として市町村が賦課徴収する目的税です。

〇森林環境譲与税は、市町村による森林整備の財源として、私有林人工林面

積、林業就業者数及び人口による基準で按分され、国から市町村に譲与さ

れます。

○森林環境譲与税は、日進市と木祖村の連携による「平成日進の森林」づく

りに充当するほか、小学校運営事業や中学校運営事業において、国産の木

材を利用した机・いす等の備品購入に充当します。
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１０　地方消費税交付金充当事業

■ 引上げ分の地方消費税交付金充当表

一般財源の
うち引上げ分
の地方消費税
交付金充当額

国県
支出金

社
会
福
祉

障害者福祉事業

児童福祉事業

生活保護扶助事業

小計

その他
特定財源

一般財源

財源内訳

事業名 予算額

(単位：千円）

小計

保
健
衛
生

後期高齢者医療事業

福祉医療事業

疾病予防対策事業

小計

合計

1,816,827

6,950,533

319,471

9,086,831

491,500

817,476

1,308,976

1,124,991

1,473,374

781,566

3,379,931

13,775,738

社
会
保
険

国民健康保険事業

介護保険事業

158,977

407,697

17,966

1,241,100

4,515,850

242,089

5,999,039

256,875

584,640

6,872,790

0

264,129

1

264,130

0

0

0

40,905

26,917

4,025

71,847

335,977

32,236

289,111

925,109

1,038,760

759,575

575,727

2,170,554

77,381

2,823,662

234,625

2,723,444

6,566,971

105,204

396,631

14,140

515,975

42,874

143,489

186,363

169,048

189,815

138,799

497,662

1,200,000

785,240

1,019,865

○消費税率（国・地方）が令和元年１０月１日に１０％へ引き上げられたこと

により、地方消費税率についても１．７％から２．２％に引き上げられまし

た。また、令和８年度の地方消費税交付金は２２分の１２に相当する額を社

会保障経費に充てることになります。

○地方消費税率引上げ分の税収は、その使途を明確にし、主として今後も増加

が見込まれる社会保障経費の財源とすることとされています。

○引上げ分の地方消費税収は、障害者福祉事業、児童福祉事業（公立保育園管

理運営事業、幼児教育・保育無償化事業含む）、生活保護扶助事業などの

「社会福祉」や、国民健康保険事業、介護保険事業などの「社会保険」、後

期高齢者医療事業、福祉医療事業、疾病予防対策事業などの「保健衛生」に

係る事業に充当しています。

○令和８年度の地方消費税交付金は、２２億円となっており、そのうち、社会

保障財源分は１２億円となっています。
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１１　物価高騰対応支援事業

（１）デジタル商品券発行事業

（２）学校給食費（保護者負担）軽減事業

　物価高騰が続くなか、市民生活を支援するため、物価高騰対応重点支援地
方創生臨時交付金（以下「重点支援地方交付金」という。）を活用し、実施
する支援事業は次のとおりです。

0 千円
その他 0 千円
一般財源 0 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 600,773 千円
地方債

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

事業費 600,773 千円

軽減事業の概要（イメージ図・月額）

小学校食材費

（月額:5,460円）

（オレンジ色が、重点支援地方交付金活用事業）
※月額のイメージ図であるため、地産地消食材分等は含めておりません。

【令和８年度】 小学校保護者負担なし・中学校保護者負担：３，４００円（月額）

給食費負担軽減交付金

食材費高騰分

（保護者負担分を軽減）

２60円

３，４００円

学
校
給
食
費

保護者負担額

３，４００円

保護者負担軽減額
（１／３軽減）

１，７００円

食材費高騰分

（保護者負担分を軽減）

６０0円

5,100円

金額

５4，288千円

３7，194千円

軽減・支援内容

中学校給食費の保護者負担額について、１/３軽減（年間：１８，７００円）を実施します。

給食食材費の高騰分に重点支援地方交付金を充当することで、保護者負担分を軽減します。

対象者 給付金額 支援方法 金額

日進市に住民登録
のある全市民

５，０００円
市公式ＬＩＮＥアカウントを通じて、市内の登録店舗
で使えるデジタル商品券を発行

509,291千円

5，2００円
（いわゆる給食無償化分）

学
校
給
食
費

4,740円

中学校食材費

（月額:5,700円）
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１２　修繕予算枠

公共建築物修繕予算枠

事業費 427,054 千円
ＳＤＧｓゴール

　平成３０年度から第２次経営改革プランに基づき市有建築物の老朽化対策
等を計画的に推進し、市有建築物の長寿命化や財政負担の平準化を図るため
「公共建築物修繕予算枠」を設けました。
　各施設の優先順位を、保全計画上の適時性、物的緊急性、最適化性、付加
的要因等の評価項目ごとに点数化することで対象事業を決定しています。
　令和８年度の「公共建築物修繕予算枠」による事業概要は次のとおりで
す。

0 千円
その他 0 千円
一般財源 380,950 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 46,104 千円
地方債

中事業名 担当課 金額 施設名 概要

福祉会館管理事業 福祉会館 1,650千円 相野山福祉会館 電気設備（キュービクル）更新設計

社会福祉協議会・中央福祉セ
ンター運営事務

地域福祉課 1,595千円 中央福祉センター 昇降設備改修設計

南部保育園 電気設備（キュービクル）更新工事

新ラ田保育園 機械設備（空調）改修工事及び監理

三本木保育園 機械設備（空調）改修工事

北新田保育園 機械設備（空調）改修工事

スポーツ施設維持修繕事業 学び支援課 52,750千円 スポーツセンター 電気設備（キュービクル）更新工事

梨の木小学校 機械設備（職員室等空調）改修工事

北小学校
機械設備（北館トイレ）改修設計
外壁（体育館）改修工事及び監理

東小学校 機械設備（北館トイレ）改修設計

南小学校
機械設備（本館トイレ）改修工事及び
監理

相野山小学校 機械設備（空調）改修工事

香久山小学校 外壁（体育館）改修設計

日進西中学校
機械設備（給排水・消火管）改修設計
電気設備（キュービクル）更新工事

日進東中学校
屋上防水（南館）工事及び監理
外壁（体育館）改修設計

給食センター施設・設備維持
管理事務

学校給食センター 15,530千円 学校給食センター 電気設備（キュービクル）更新工事

小・中学校管理事業 学校教育課 240,123千円

115,406千円保育課公立保育園維持整備事業
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※下水道関連施設を除く

　老朽化が進むインフラ資産について予防修繕の観点から、適切な維持管理
を目指し、また中長期的な更新・修繕等に係るライフサイクルコストを縮減
するために「インフラ修繕予算枠」を創設し、令和５年度から計画的な修繕
への取り組みを実施しています。
　対象事業は、各インフラ施設の安全性、施設必要性、構造性、損傷度等か
ら優先度を評価のうえ決定しています。
　令和８年度の「インフラ修繕予算枠」による事業の一覧は次のとおりで
す。

（１）対象事業

（２）予防修繕の考え方

0 千円
その他 0 千円
一般財源 402,419 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 52,749 千円
地方債

インフラ修繕予算枠

事業費 455,168 千円
ＳＤＧｓゴール

中事業名 担当課 金額

道路施設維持・修繕事業 183,440千円

道路長寿命化事業 102,780千円

交通安全対策事業 19,000千円

河川排水施設維持・修繕事業 57,500千円

公園・児童遊園等管理事業 市街地整備課 59,530千円

ため池維持管理事業 11,300千円

農業用施設維持管理事業 21,618千円

道路河川課

農政課
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１３　主な特別会計・公営企業会計

　国民健康保険特別会計は、総額が６７億１，７９９万９千円で、１億１，６１
８万４千円、１．８％の増加です。

【歳入】
　国民健康保険税は１６億７，５３０万円で、保険税率の増加により２，８４６
万４千円、１．７％の増加です。
　県支出金は４４億２３６万１千円で、９７２万３千円、０．２％の増加です。
　繰入金は６億２，９８６万３千円で、７，２６８万２千円、１３．０％の増加
です。繰入金のうち基金繰入金は９，６６７万８千円で、３，１０１万９千円、
４７．２％の増加です。

【歳出】
　総務費は４，８０３万２千円で、国民健康保険システムの改修費の増加などに
より５５７万３千円、１３．１％の増加です。
　保険給付費は４３億２，６７１万９千円で、４７２万２千円、０．１％の増加
です。
　国民健康保険事業費納付金は２２億３，３３２万７千円で、１億２５８万３千
円、４．８％の増加です。
　保健事業費は９，０６０万７千円で、３７６万２千円、４．３％の増加です。

【主な事業】
　各種保険給付事業を引き続き実施するほか、子育て世帯を社会全体で支援する
制度として、子ども・子育て支援金分の課税を開始します。
　また、医療費適正化の取組として、第３期日進市データヘルス計画を見直すと
ともに、特定健康診査事業や特定保健指導事業、特定健診受診率向上のための受
診勧奨事業、糖尿病性腎症重症化予防事業等、きめ細やかな保健事業を引き続き
実施します。

国民健康保険特別会計 保険年金課

予算額 6,717,999 千円

国民健康

保険税

24.9%

県支出金

65.5%

繰入金

9.4%

諸収入等

0.2%
歳入

総務費

0.7%

保険給付費

64.4%

国民健康保険

事業費納付金

33.2％

保健事業費

1.4%

諸支出金

0.1%

その他

0.2%歳出
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　後期高齢者医療特別会計は、総額が２８億８，８５４万７千円で、２億８１８
万１千円、７．８％の増加です。

【歳入】
　後期高齢者医療保険料は１７億８，８４１万９千円で、新たな子ども・子育て
支援金分の賦課などにより１億８，５０６万５千円、１１．５％の増加です。
　繰入金は１０億９，７３５万１千円で、後期高齢者医療広域連合への事務負担
分繰入金が減少するものの、保険基盤安定繰入金の増加を見込み、２，１６４万
８千円、２．０％の増加です。
　国庫支出金は子ども・子育て支援金制度に対応するためのシステム改修に対す
る補助金により、９６万８千円の皆増です。

【歳出】
　総務費は２，５７５万１千円で、２３７万円、１０．１％の増加です。
　後期高齢者医療広域連合納付金は２８億６,０１９万４千円で、後期高齢者医
療保険料の増加に伴う保険料等負担金の増加を見込み、２億５３１万１千円、
７．７％の増加です。

【主な事業】
　後期高齢者医療制度は、県単位で設立している広域連合が実施主体となり、保
険料の決定、資格確認書の発行、医療の給付、健康保持等の事業を運営していま
す。
　市は、被保険者からの保険料徴収事務や医療給付等の申請、届出の受付等を行
います。

後期高齢者医療特別会計 保険年金課

予算額 2,888,547 千円

後期高齢者

医療保険料

61.9%

繰入金

38.0%

諸収入

0.1%

歳入 総務費

0.9%

後期高齢者医療

広域連合納付金

99.0%

諸支出金

0.1%

歳出
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　介護保険特別会計は、総額が６４億６，９８３万３千円で、１億３，６２７万
８千円、２．２％の増加です。

【歳入】
　介護保険料は１４億９，９４９万８千円で、４，３９８万円、３．０％の増加
です。国庫支出金は４．７％の増加、支払基金交付金は４．６％の増加、県支出
金は４．２％の増加となっており、保険給付費の増加に伴い、財源の負担割合に
応じてそれぞれ増加となります。繰入金は介護保険システム標準化対応業務委託
の皆減に伴い、事務費繰入金が減少したことにより、５．５％の減少となってい
ます。

【歳出】
　保険給付費は６０億６，１６９万５千円で、要介護・要支援者の増加に伴い、
４．８％の増加です。地域支援事業等費は２億２，３３５万２千円で、ほぼ横ば
いとなっています。

【主な事業】
◆保険給付費
高齢者数の増加が予測されるなか、介護保険制度の持続可能性を維持しなが
ら、高齢者が住み慣れた地域で日常生活を営むことが可能となるよう、第９期
にっしん高齢者ゆめプランに基づき、介護保険サービスの適正な給付を行いま
す。
◆地域支援事業費
第９期にっしん高齢者ゆめプランに掲げる３つの基本目標である、「介護予
防・重度化防止の推進」「在宅生活支援の充実」「地域共生社会の実現」に取り
組みます。

　令和７年度に実施した実態把握調査の検証等に基づき、「第１０期にっしん高
齢者ゆめプラン」（令和９年度～令和１１年度）を策定します。

介護保険特別会計
介護福祉課
地域福祉課

予算額 6,469,833 千円

保険料
23.2%

国庫支出金
18.0%

支払基金

交付金
25.6%

県支出金
13.4%

繰入金
19.5%

その他
0.3%

歳入
総務費
2.1%

保険給付費
93.7%

地域支援

事業等費
3.4%

その他
0.8%

歳出
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収益的収支 資本的収支
千円

下水道事業会計 下水道課

予算額

下水道事業収益 2,110,877 千円 資本的収入 1,236,931

　河川等の水質保全のため、新規管渠の整備と老朽化した管渠及び処理場施設の
改築を進めます。

◆下水道管路の建設
日生東山園、香久山地区等の管渠埋設工事と舗装復旧工事を行います。

◆下水道管路の改良
日東東山団地の管渠改築工事と舗装復旧工事を行います。

◆処理場の建設改良
北部浄化センターと南部浄化センターの老朽化施設対策を進めます。

◆管理･更新一体マネジメント
ウォーターＰＰＰ導入に向けた準備を進めます。

下水道事業費用 2,042,037 千円 資本的支出 1,516,272 千円

処理場老朽化施設対策

［南部浄化センター］
舗装復旧工事

舗装復旧工事

管渠埋設工事

[日生東山園]

約1,000m

管渠改築工事

[日東東山団地]

約400m

管渠埋設工事

[香久山]

約390m

処理場老朽化施設対策

[北部浄化センター]
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第６次総合計画　第６次実施計画対象事業（主要事業）

　対象年度：２０２６年度（令和８年度）～２０２８年度（令和１０年度） は重点事業を示しています。

基本目標１　健やかに暮らす

基本施策：地域福祉

主要施策 課名称 中事業名 R8事業額（千円） ページ

地域福祉活動の充実・支援 地域福祉課 社会福祉協議会・中央福祉センター運営事務 59,162 28

市民のだれもが安心できる地域生活の確保 地域福祉課 成年後見制度利用事業 1,000 28

地域福祉活動拠点の充実 地域共生課 福祉会館運営事業 20,350 28

地域福祉活動拠点の充実 地域福祉課 旧むつみ会館設備撤去事業 1,335 29

基本施策：子育て・子育ち支援

主要施策 課名称 中事業名 R8事業額（千円） ページ

安心して地域で子育てができる環境づくり 子育て支援課 子育て支援センター運営事業 7,326 29

子育て支援課 放課後子ども総合プラン運営事業 238,351 29

保育課 公立保育園管理運営事業 13,744 29

保育課 認可保育所等支援事業 7,864 30

基本施策：高齢者福祉・介護保険

主要施策 課名称 中事業名 R8事業額（千円） ページ

社会参加・生きがいづくりの促進 地域福祉課 高齢者福祉推進事業 545 30

介護サービスの充実 地域福祉課 介護保険給付・事業等管理事務 3,532 30

基本施策：健康づくり

主要施策 課名称 中事業名 R8事業額（千円） ページ

生活習慣病等の予防対策の推進 保険年金課 保健衛生普及事務費 2,200 30

基本目標２　安全・安心を高める

基本施策：防災・危機管理

主要施策 課名称 中事業名 R8事業額（千円） ページ

防災体制の強化 防災安全課 災害対策推進事業 7,498 31

基本施策：交通安全・防犯・消費者行政

主要施策 課名称 中事業名 R8事業額（千円） ページ

防災安全課 防犯施設維持整備事業 1,997 31

基本目標３　暮らしやすいまちを創る

基本施策：道路

主要施策 課名称 中事業名 R8事業額（千円） ページ

道路河川課 スマートインターチェンジ整備事業 183,503 32

道路河川課 市道赤池・浅田２号線整備事業 45,536 32

道路河川課 （都）野方三ツ池公園線整備事業 194,965 32

基本施策：住宅・市街地形成

主要施策 課名称 中事業名 R8事業額（千円） ページ

市街地整備課 日進駅西土地区画整理地区外関連事業 11,643 32

市街地整備課 北のエントランス拠点推進事業 206,159 33

都市計画課 都市計画推進総務事業 42,563 33

安全で優良な住宅環境の向上 都市計画課 建築物耐震化促進事業 11,100 33

子育てと社会参加の両立支援

地域における防犯対策の推進

幹線道路整備

計画的な市街地整備とまちの拠点形成
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基本施策：公園・緑地・景観

主要施策 課名称 中事業名 R8事業額（千円） ページ

公園・緑地等の整備 市街地整備課 公園・児童遊園等整備事業 35,762 33

公園・緑地の適正な維持管理 市街地整備課 公園・児童遊園等管理事業 810 34

地域特性に応じた景観の維持・形成 市街地整備課 緑化推進事業 10,000 34

基本施策：上・下水道

主要施策 課名称 中事業名 R8事業額（千円） ページ

計画的な下水道整備と管理・更新 下水道課 下水道事業会計繰出金 83,158 34

基本施策：環境負荷の少ない地域社会の形成

主要施策 課名称 中事業名 R8事業額（千円） ページ

脱炭素社会に向けた取組強化 財産運営課 公共施設ＬＥＤ化推進事業 82,543 34

基本目標４　産業の魅力を高める

基本施策：観光まちづくりの推進

主要施策 課名称 中事業名 R8事業額（千円） ページ

観光資源の発掘・魅力の磨き上げ 産業観光課 観光促進事業 14,365 35

基本目標５　学びと文化で未来を創る人財を育てる

基本施策：学校教育

主要施策 課名称 中事業名 R8事業額（千円） ページ

学習政策課 教育委員会事務局総務事務 11,506 36

学習政策課 小学校適正化事業 1,506,093 36

学習政策課 中学校適正化事業 186,690 36

学校教育課 小学校整備推進事業 44,642 36

学校教育課 中学校整備推進事業 57,659 37

学校教育課・学校給食センター 学校給食調理事業 631,912 37

学校教育課・学校給食センター 給食センター施設・設備環境改善事業 26,100 37

基本施策：文化芸術・文化財

主要施策 課名称 中事業名 R8事業額（千円） ページ

伝統芸能の継承 学び支援課 文化財保護事業 3,791 37

基本施策：生涯スポーツ

主要施策 課名称 中事業名 R8事業額（千円） ページ

生涯スポーツの普及・振興 学び支援課 愛知・名古屋アジア・アジアパラ競技大会推進事業 3,500 38

基本目標６　地域の自治力と行政経営力を高める

基本施策：広報・広聴

主要施策 課名称 中事業名 R8事業額（千円） ページ

広報活動の充実・深化 情報広報課 広報広聴活動事業 4,500 39

基本施策：行政運営

主要施策 課名称 中事業名 R8事業額（千円） ページ

公共施設の適正な維持管理及び有効活用 財産運営課 庁舎管理事務 4,124 39

老朽化した庁舎等の建替え 財産運営課 公共施設マネジメント事業 171,607 39

市民満足度が高く効率的かつ迅速な行政サービスの提供 情報広報課 ＤＸ推進事業 1,394 39

基本施策：財政運営

主要施策 課名称 中事業名 R8事業額（千円） ページ

安定財源の確保 収納課 滞納整理事務 1,162 40

歳出の効率化 行政課 契約事務 182 40

教育基盤の整備
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基本目標１　健やかに暮らす

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 0 59,162

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

660 0 0 170 170

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 0 20,350

令和９年度 令和10年度

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

59,162

第６次総合計画（２０２１年度～２０３０年度）

　第６次実施計画対象事業（２０２６年度～２０２８年度）

・本市の将来都市像「ともに暮らす 私たちがつないで創る 人とみどりを大切にするまち 日進」を実現するため、６つの基本目
標を設定し、これらの基本目標を柱として基本施策を位置づけます。

・実施計画は、基本計画に定めた各分野の施策の実現及び進捗状況を確認するために、向こう３年間に実施する事業内容
及び指標の進捗状況を記載するもので、毎年度策定するものです。
・「日進市総合戦略」は、総合計画における「基本計画」の「まちづくり戦略」に包含させる形で位置づけるとともに、総合計画
と一体的に施策・事業等の推進を図っていくものとします。
・各年度の進行管理は、行政経営サイクルの連動を強化し、効果的なＰＤＣＡサイクルを確立することにより行います。

【新規】社会福祉協議会・中央福祉センター運営事務 地域福祉課

令和８年度事業概要

・中央福祉センターの未利用施設等を改修し、より利便性を高めます。

【新規】成年後見制度利用事業 地域福祉課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

1,000

令和８年度事業概要

・身寄りのない高齢者が抱える課題解決に向けて、生活費の管理や支払等の日常生活支援や入
院・入所等の手続き支援、葬儀や家財処分等の死後事務支援等を行う体制の構築を広域で検討し
実施します。

【新規】福祉会館運営事業 地域共生課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

20,350

令和８年度事業概要

・日頃から地域の皆さまにご利用いただいている福祉会館は、西部福祉会館と北部福祉会館にお
いて、多様な知見を取り入れた運営方法を取り入れ、柔軟性のある質の高いサービスを提供しま
す。
・地域における高齢者の健康づくり、子育て世帯の交流、コミュニティ活動、学習活動など、地域の
皆さまが気軽に集え、支え合える居場所づくりを進めます。

-28-



中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 0 1,335

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

2,442 2,442 0 0 2,442

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

5,052 22,040 0 39,967 171,292

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

2,439 5,293 0 650 5,362

令和９年度 令和10年度

【新規】旧むつみ会館設備撤去事業 地域福祉課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

1,335

令和８年度事業概要

・キュービクル内の変圧器から微量ＰＣＢが検出されたため、変圧器の撤去を行います。

【新規】子育て支援センター運営事業 子育て支援課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

7,326

令和８年度事業概要

・人口の増加が続く市の西部地区のショッピングモール内へ子育て支援拠点を開設します。
・普段の買い物などで気軽に立ち寄れる立地、利便性を活かし、育児に不安がある方への相談支
援機能の充実や子育て家庭の孤立防止、地域の子育て資源との連携を進め、子育て家庭のニー
ズに対応できる体制を新たに整えます。

【拡充】放課後子ども総合プラン運営事業 子育て支援課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

238,351

令和８年度事業概要

・放課後の子どもの居場所となる放課後児童クラブにおいて、従来以上に保護者ニーズに対応する
ため、学校休業日の受入れ時間を拡大するとともに就労要件も緩和します。
・医療的なケアが必要な児童が放課後児童クラブを安心して利用できるよう、必要に応じて専門職
の配置を行います。

【新規・継続】公立保育園管理運営事業 保育課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

13,744

令和８年度事業概要

・令和8年度から国の制度開始に合わせ、さまざまな経験を通じて乳児の健やかな成長を支援する
「こども誰でも通園制度」を市内公立保育園１園で実施します。
・令和７年度に引き続き、多子世帯の負担軽減を図るため１８歳未満の児童が２人以上いる場合２
人目以降の保育料無料化の対象範囲を拡大します。
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中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

75 3,894 0 0 3,895

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 545 0

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 0 3,532

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 2,200 0 0 0

令和９年度 令和10年度

【新規・継続】認可保育所等支援事業 保育課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

7,864

令和８年度事業概要

・令和8年度から国の制度開始に合わせ、さまざまな経験を通じて乳児の健やかな成長を支援する
「こども誰でも通園制度」実施した場合に、必要な給付を行います。
・令和７年度に引き続き、多子世帯の負担軽減を図るため１８歳未満の児童が２人以上いる場合２
人目以降の保育料無料化の対象範囲を拡大します。

【新規】高齢者福祉推進事業 地域福祉課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

545

令和８年度事業概要

・「第10期にっしん高齢者ゆめプラン(日進市高齢者福祉計画・介護保険事業計画)」に係るニーズ
調査・フレイル予防調査データを利用し、介護予防事業（評価含む）を行うため、健康管理システム
を改修します。

【継続】介護保険給付・事業等管理事務 地域福祉課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

3,532

令和８年度事業概要

・日進市国民健康保険第３期保健事業実施計画（データヘルス計画）について、健診・医療データ
から現状分析を実施し、見直しを行います。
・計画に定める健康課題を再検討し、被保険者の健康維持と医療費の適正化を図ります。

令和８年度事業概要

・令和７年度に実施したニーズ調査・フレイル予防調査等を踏まえて、「第10期にっしん高齢者ゆめ
プラン(日進市高齢者福祉計画・介護保険事業計画)」を策定します。

【新規】保健衛生普及事務費 保険年金課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

2,200
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基本目標２　安全・安心を高める

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

1,870 864 0 1,870 2,894

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 1,997 0

令和９年度 令和10年度

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

7,498

令和８年度事業概要

【継続】災害対策推進事業 防災安全課

・一斉に行動する実践的な機会を引き続き全市的に設け、必要な物資を改めて整理し、備蓄品や
備品の整備、防災倉庫の改修などを行い、災害に強い地域づくりを進めます。
・令和８年度は、防災備蓄品の購入、南小学校の防災倉庫の更新を行います。

・官民連携の手法とガバメントクラウドファンディングを活用し、市内に8,000基以上ある防犯灯の正
確な位置や点灯状況を、既に導入している地図アプリに落とし込むことで容易に把握することがで
きるようにします。

【新規】防犯施設維持整備事業 防災安全課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

1,997

令和８年度事業概要
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基本目標３　暮らしやすいまちを創る

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

3,925 2,100 0 117,977 59,501

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 20,491 0 0 25,045

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

47,721 10,279 42,000 0 94,965

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 0 11,643

令和９年度 令和10年度

【継続】スマートインターチェンジ整備事業 道路河川課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

183,503

令和８年度事業概要

・東名高速道路へのアクセス性向上による産業振興・物流効率化や、観光施設及び防災拠点への
アクセス性向上、一般道の渋滞緩和などの効果が期待される「（仮称）東郷スマートインターチェン
ジ」の整備を進めます。
・令和８年度は引き続き事業用地の取得を進めていきます。

【継続】市道赤池・浅田２号線整備事業 道路河川課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

45,536

令和８年度事業概要

・国道１５３号豊田西バイパス、主要地方道名古屋豊田線、市道赤池・浅田２号線が交差する赤池２
丁目北交差点における慢性的な交通渋滞を緩和するため、また、近接する赤池駅への自転車利用
者や歩行者の安全を確保するため、交差点改良による右折帯の設置や歩道の整備を行います。
・令和８年度は、歩道の工事を行います。

【継続】（都）野方三ツ池公園線整備事業 道路河川課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

194,965

令和８年度事業概要

・野方三ツ池公園線は、香久山と野方町・浅田町を結ぶ本市の新たな南北軸となる道路です。
・既存路線の交通量の分散化や渋滞の緩和などの地域課題を解消するとともに、市内の南北を結
ぶ幹線道路として本市の基盤整備に欠かせない重要な路線です。
・令和８年度は引き続き事業用地の取得と橋梁整備工事を進めていきます。

【新規】日進駅西土地区画整理地区外関連事業 市街地整備課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

11,643

令和８年度事業概要

・日進駅西土地区画整理事業の実施にあわせ、地区内の区画道路と接続する道路の改良、側溝
の布設を行います。
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中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 0 206,159

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 0 42,563

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

3,830 2,715 0 0 4,555

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 4,070 0 0 31,692

令和９年度 令和10年度

【新規】北のエントランス拠点推進事業 市街地整備課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

206,159

令和８年度事業概要

・日進北部地区では土地区画整理事業が計画され、次世代基幹物流施設の立地も新たに進めら
れています。我が国の社会経済全体が「物流の２０２４年問題」に直面し、喫緊の課題として物流の
効率化が求められる中、先進的な物流拠点の整備は地域経済に大きな波及効果が見込まれます。
・日進北部土地区画整理事業の組合設立に向けた支援を行い、本市の北の玄関口にふさわしいま
ちづくりを進め、持続可能な産業構造の確立を目指します。

【新規・継続】都市計画推進総務事業 都市計画課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

42,563

令和８年度事業概要

・赤池駅前地区のにぎわいの創出並びに利便性及び住環境の向上を目指し、再開発事業の検討
を進めます。
・市内の土地利用を推進するため、地域地区等の都市計画決定、都市計画基礎調査などを実施し
ます。

【継続】建築物耐震化促進事業 都市計画課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

11,100

令和８年度事業概要

・都市の防災性を高め、震災から市民の生命及び財産を守るため、補助件数を増加し、木造住宅
耐震化を促進します。
①木造住宅耐震改修費補助　　８件（６件)
②木造住宅耐震改修設計費補助　８件（６件)
③木造住宅耐震シェルター設置費補助　　１件（１件)
※（　）内の補助件数は、令和７年度の件数。

【新規】公園・児童遊園等整備事業 市街地整備課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

35,762

令和８年度事業概要

・赤池箕ノ手土地区画整理地内に計画されている赤池箕ノ手地区近隣公園の実施設計を行いま
す。
・浅田平子地区においては、地域住民や地権者との調整を進め、新たに公園を整備します。
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中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 0 810

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 10,000 0 0 0

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 0 83,158

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 66,000 16,543 0

令和９年度 令和10年度

【新規】公園・児童遊園等管理事業 市街地整備課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

810

令和８年度事業概要

・地域による公園の利用ルールづくりと自律的な管理運営を行う「パークマネジメント事業」の導入を
検討し、地域にとって使いやすく魅力的な公園づくりを目指します。

【ゼロカーボン・継続】緑化推進事業 市街地整備課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

10,000

令和８年度事業概要

・愛知県のあいち森と緑づくり都市緑化推進事業に基づく間接補助事業を使い、市民や事業者が
行う優良な緑化事業へ経費の一部を補助することにより、緑化を推進します。

【ゼロカーボン・継続】公共施設ＬＥＤ化推進事業 財産運営課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

82,543

・公共下水道事業に係る建設改良費等を一般会計から下水道事業特別会計へ繰出をします。
・新設工事（日生東山園、香久山）、処理場の更新工事、老朽化した管路の補修（日東東山団地）
を推進するとともに、処理池の増設を進めます。

【継続】下水道事業会計繰出金 下水道課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

83,158

令和８年度事業概要

令和８年度事業概要

・本市のゼロカーボンシティを推進するためのさらなる取組として、公共施設のＬＥＤ化を進めます。
・令和８年度は引き続き脱炭素化推進事業債を最大限に活用しながら、温暖化対策としてＬＥＤ化
工事を実施します。
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基本目標４　産業の魅力を高める

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 0 14,365

令和９年度 令和10年度

【継続】観光促進事業 産業観光課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

14,365

令和８年度事業概要

・一般社団法人にっしん観光まちづくり協会の運営を支援し、道の駅、岩崎城、旧市川家住宅を活
用した、誘客・旅行消費拡大を促し、観光による受益を広く地域にいきわたらせ、地域全体の活性
化を図ります。
・道の駅「マチテラス日進」を市の観光事業の拠点として引き続き活用していきます。
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基本目標５　学びと文化で未来を創る人財を育てる

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

3,298 0 0 7,200 1,008

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

179,388 0 962,000 41,253 323,452

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

64,452 0 97,000 25,238 0

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 0 44,642

令和９年度 令和10年度

【拡充】教育委員会事務局総務事務 学習政策課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

11,506

令和８年度事業概要

・令和７年度に小学校の部活動が廃止されたため、「にっしんチャレンジ教室」など児童の放課後活
動の充実を図ります。
・中学校部活動の地域展開に向けた地域クラブ活動への積極的な支援を行い、子どもたちの多様
な学びや成長を支える仕組みづくりを進めます。

【新規・継続】小学校適正化事業 学習政策課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

1,506,093

令和８年度事業概要

・猛暑の時期の体育館の熱中症対策として、小学校の体育館に空調を設置します。
・教育環境の整備と学びの充実として、西小学校の移転に向けた各種設計・測量や用地取得など
を進め、新たな学習環境の整備に備えます。

【新規】中学校適正化事業 学習政策課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

186,690

令和８年度事業概要

・猛暑の時期の武道場での熱中症対策として、中学校の武道場に空調を設置します。

【新規・継続】小学校整備推進事業 学校教育課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

44,642

令和８年度事業概要

・赤池小学校と西小学校の増築に伴うICT環境整備等を行います。
・西小学校の仮校舎のリースを継続します。
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中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 47,574 10,085

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

91,482 350,292 0 147,324 42,814

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 12,978 13,122

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 0 3,791

令和９年度 令和10年度

【新規】学校給食調理事業 学校教育課・学校給食センター

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

631,912

令和８年度事業概要

・給食費負担軽減交付金の月額5,200円を活用することで、小学校の児童分の給食費を無償化しま
す。
　　月額　4,740円　→　月額　０円
・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用して、中学校の生徒分の給食費について、
月額の給食費を3分の１減額します。
　　月額　5,100円　→　月額　3,400円

【新規】中学校整備推進事業 学校教育課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

57,659

令和８年度事業概要

・日進中学校において令和８年４月に公共下水道の供用が開始されるのに合わせ、下水道切替工
事等を実施します。

【新規】給食センター施設・設備環境改善事業 学校教育課・学校給食センター

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

26,100

令和８年度事業概要

・令和８年４月に公共下水道の供用が開始されるのに合わせ、下水道切替工事を実施します。
・安定して給食を提供できるように、計画的に給食調理設備の更新を行います。

文化財保護事業 学び支援課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

3,791

令和８年度事業概要

・日進生誕１２０周年にあわせて、文化財や歴史資料を後世に伝えるために寄贈を受けた収蔵物を
老朽化の進む明治記念館から旧むつみ会館へ移設します。
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中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 2,500 0 1,000 0

令和９年度 令和10年度令和８年度事業概要

・令和８年９月から10月にかけて、アジア競技大会が開催されます。大会においては、愛知県口論
義運動公園がクリケット競技の会場となります。
・この国際的な大会の開催に合わせ、市民の皆さま、特に子どもたちが多文化への理解を深め、ア
ジア各国・地域の人々と交流できる機会とします。

愛知・名古屋アジア・アジアパラ競技大会推進事業 学び支援課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

3,500
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基本目標６　地域の自治力と行政経営力を高める

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 4,500 0

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 0 4,124

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

42,901 0 0 114,943 13,763

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 0 1,394

令和９年度 令和10年度

【新規】広報広聴活動事業 情報広報課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

4,500

令和８年度事業概要

・令和８年５月には日進が生誕して120年という節目を迎えることとなります。
・春の岩崎城春まつりから秋の市民まつりまでを120周年期間と位置づけ、市民の皆さまの歴史や
文化への理解が一層進み、本市が地域の皆さまから愛されるまちへとつながるよう、市の所蔵資料
を活用した展示の機会の拡大や企画内容の拡充などを企画します。
・関係人口の創出やシビックプライドの醸成のため、シティプロモーションを展開します。

【新規】庁舎管理事務 財産運営課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

4,124

令和８年度事業概要

・本庁舎の一部を改修し、令和9年度から健康課の転入手続き等が本庁舎で可能となるよう、利便
性の向上を図ります。

【新規】公共施設マネジメント事業 財産運営課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

171,607

令和８年度事業概要

・老朽化している北庁舎、保健センターの受け入れに対応する庁舎と、産官学連携や市民交流機
能との複合施設である「（仮称）次世代交流センター」を新しい地方経済・生活環境創生交付金を活
用して建設を進めます。

【継続】ＤＸ推進事業 情報広報課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

1,394

令和８年度事業概要

・将来の市民サービスへのAIの活用を見据えたうえで、内部事務のDX化の一環として、令和７年度
に引き続き生成AIの活用を促進します。
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中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 0 1,162

令和９年度 令和10年度

中事業名 担当課

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 0 182

令和９年度 令和10年度

【継続】滞納整理事務 収納課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

1,162

令和８年度事業概要

・預貯金照会の電子化　金融機関及び生命保険会社への取引状況の照会を引き続きオンラインで
行い、業務の効率化を図ります。

【新規】契約事務 行政課

 令和８年度事業費（千円）
財源（千円）

 SDGｓゴール

182

令和８年度事業概要

・業務のDX化の一環として、電子契約システムを導入して、契約書等の作成を電子化し、業務の効
率化を図ります。
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総合計画基本目標 施策 指標名 所管
初期値 実績値 中間年度

（2025年）
最終目標値
（2030年）

・地域が支え合って暮らしていると思う市民の割合（％） 地域福祉課
35.7

（2020年度）
39.3 38.0 40.0

・地域福祉活動へ参加したことがある市民の割合（％） 地域福祉課
27.6

（2020年度）
27.9 30.0 32.0

・安心して子育てできる環境であると感じる市民の割合（％） 子育て支援課／保育課
63.6

（2020年度）
69.6 66.0 70.0

・0,1,2歳児の待機児童数（人） 保育課
23

（2020年度）
0 0 0

・放課後児童クラブの待機児童数（人） 子育て支援課
24

（2020年度）
0 0 0

・高齢者福祉サービスに対する満足度（％） 地域福祉課／介護福祉課
19.3

（2020年度）
23.0 21.5 23.0

・生きがいを感じている高齢者の割合（％） 地域福祉課
57.5

（2020年度）
60.7 59.0 60.0

・市内で介護が必要となったとき、必要な介護サービスを受け
ることができると感じている市民の割合（％）

介護福祉課
34.0

（2020年度）
39.0 40.0 45.0

・障害者（児）福祉サービスに対する満足度（％）
地域福祉課／介護福祉課
／子育て支援課

16.7
（2020年度）

17.7 18.0 20.0

・障害のある人が社会参加できるまちだと思う市民の割合（％） 地域福祉課
19.1

（2020年度）
18.8 19.5 20.0

・健康だと思う市民の割合（％） 健康課
82.7

（2020年度）
84.2 83.0 84.0

・健康に意識した取組を行っている市民の割合（％） 健康課
59.3

（2020年度）
67.9 60.0 61.0

・健康診査等の保健予防体制に対する満足度（％） 健康課
51.1

（2020年度）
60.8 52.0 53.0

・ストレス・悩みについて相談できる人がいる市民の割合（％） 健康課
78.9

（2020年度）
83.2 80.0 80.0

・医療機関（医科・歯科）の数や診療科目に対する満足度（％） 健康課
46.3

（2020年度）
62.7 48.0 50.0

・かかりつけ医を持つ市民の割合（％） 健康課
64.3

（2020年度）
70.3 65.0 65.0

・夜間・休日の医療体制に対する満足度（％） 健康課
28.0

（2020年度）
34.5 29.0 29.0

・国民健康保険被保険者一人当たり療養諸費費用額（円） 保険年金課 343,272 373,497 343,272 343,272

・災害対策に対する満足度（％） 防災安全課
28.5

（2020年度）
33.2 38.0 48.0

・家庭で災害対策をしている市民の割合（％） 防災安全課
52.6

（2020年度）
58.2 62.0 72.0

・消防体制・救急体制に対する満足度（％） 防災安全課
43.4

（2020年度）
48.9 45.4 47.4

・交通安全に対する満足度（％） 防災安全課
35.5

（2020年度）
40.4 39.0 42.5

・防犯や治安に対する満足度（％） 防災安全課
36.3

（2020年度）
49.0 39.8 43.3

・安全な消費生活の確保に対する満足度（％） 防災安全課
24.8

（2020年度）
18.7 30.0 35.0

・車道の利便性に対する満足度（％） 道路河川課
37.8

（2020年度）
37.1 40.0 42.0

・歩道の利便性に対する満足度（％） 道路河川課
24.2

（2020年度）
23.2 26.0 27.0

・公共交通の利便性に対する満足度（％） 移動政策室
25.6

（2020年度）
25.9 27.8 30

・くるりんばすの利便性に対する満足度（％） 移動政策室
12.5

（2020年度）
13.2 17.5 22.5

・住まいの周辺の居住環境に魅力を感じると考えている市民
の割合（％）

都市計画課
60.2

（2020年度）
61.4 63.6 66.1

・宅地の供給に対する満足度（％） 都市計画課/市街地整備課
22.6

（2020年度）
26.7 26.1 28.7

・空家対策に対する満足度（％） 都市計画課
9.3

（2020年度）
11.4 11.1 12.9

・公園・緑地の管理に対する満足度（％） 市街地整備課
39.3

（2020年度）
42.5 42.3 43.6

・田畑や森林等の景観に対する満足度（％） 市街地整備課
55.3

（2020年度）
55.5 58.3 61.3

・緑化の推進に対する満足度（％） 市街地整備課
42.2

（2020年度）
41.9 45.1 48.1

・汚水処理人口普及率（％） 下水道課 91.3 92.1 93.5 95.5

・ＥＳＤを知っている市民の割合（％） 環境課
21.9

（2020年度）
36.1 24.0 26.0

・環境を意識した行動に取り組んでいる市民の割合（％） 環境課
46.3

（2020年度）
59.9 48.0 50.0

・温室効果ガスの削減を意識している市民の割合（％） 環境課
43.3

（2020年度）
49.5 46.5 50.0

・公害対策に対する満足度（％） 環境課
38.7

（2020年度）
39.9 45.0 50.0

・ごみ処理・再資源化に対する満足度（％） 環境課
54.4

（2020年度）
58.0 57.0 60.0

・ごみの削減に向けた取組を実施している市民の割合（％） 環境課
65.7

（2020年度）
70.2 68.0 70.0

・池・川・山林等自然があることに対する満足度（％） 環境課／都市計画課
70.4

（2020年度）
70.9 72.7 75.0

・自宅の浸水を心配する市民の割合（％） 道路河川課
22.4

（2020年度）
22.5 21.0 20.0

【施策１８】
自然環境の保全

【施策１９】
河川・排水路

【施策１３】
住宅・市街地形成

【施策１４】
公園・緑地・景観

【施策１５】
上・下水道

【施策１６】
環境負荷の少ない地
域社会の形成

【施策１０】
交通安全・防犯・消
費者行政

【基本目標３】
暮らしやすいまちを創る
（都市基盤・環境分野）

【施策１１】
道路

【施策１２】
公共交通

【基本目標２】
安全・安心を高める（生活
安全分野）

【施策８】
防災・危機管理

【施策９】
消防・救急

【施策１７】
ごみの適正処理と再
資源化の推進

【施策７】
社会保障

【施策５】
健康づくり

基本目標別の基本指標の推移

【基本目標１】
健やかに暮らす（健康・福
祉分野）

【施策１】
地域福祉

【施策２】
子育て・子育ち支援

【施策３】
高齢者福祉・介護保
険

【施策４】
障害者・障害児福祉

【施策６】
医療・感染症対策
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総合計画基本目標 施策 指標名 所管
初期値 実績値 中間年度

（2025年）
最終目標値
（2030年）

・農業の活性化対策に対する満足度（％） 農政課
37.3

（2020年度）
38.1 40.0 43.0

・市内農業産出額（万円） 農政課
66,000

（2018年度）
95,000 67,000 68,000

・大型店舗の立地に対する満足度（％） 産業観光課
49.3

（2020年度）
46.6 52.5 55.0

・働く場や機会に対する満足度（％） 産業観光課
17.2

（2020年度）
21.8 20.0 22.5

・人に紹介したいと思う観光資源がある市民の割合（％） 産業観光課
11.5

（2020年度）
12.0 16.5 21.5

・まつり等のイベントに対する満足度（％） 産業観光課
30.4

（2020年度）
43.7 35.0 35.0

・小中学校教育の充実に対する満足度（％） 学習政策課／学校教育課
24.3

（2020年度）
32.1 27.0 30.0

・学校に行くのが楽しいと思う児童生徒の割合（％） 学校教育課 85.2 85.2 90.0 90.0

・学習の場と機会に対する満足度（％） 学び支援課
20.1

（2020年度）
23.1 21.0 22.0

・市内での生活で文化芸術を身近に感じている市民の割合
（％）

学び支援課
32.3

（2020年度）
36.1 33.0 34.0

・週に1回以上スポーツを行う市民の割合（％） 学び支援課
30.4

（2020年度）
36.1 35.0 40.0

・市政情報の提供に対する満足度（％） 情報広報課
28.4

（2020年度）
37.4 32.0 36.0

・市民の意見が市政に反映されていると思う市民の割合（％） 企画政策課
9.4

（2020年度）
12.1 15.0 20.0

・区・自治会加入率（％） 地域共生課 73.8 68.5 74.0 75.0

・市政への市民参加の機会や場に対する満足度（％） 企画政策課
9.9

（2020年度）
19.8 15.0 20.0

・日進市自治基本条例の認知度（％） 企画政策課
8.6

（2020年度）
7.1 20.0 30.0

・自分の人権が尊重されていると思う市民の割合（％） 地域共生課
57.4

（2020年度）
68.2 60.0 65.0

・社会全体における男女の地位が平等と思う市民の割合 （％） 地域共生課
17.0

（2020年度）
20.5 20.0 25.0

・外国の文化等の理解を深める機会があると思う市民の割合
（％）

地域共生課
19.5

（2020年度）
22.3 23.0 25.0

・第6次総合計画施策進捗率（％） 企画政策課 － 50.3 50.0 100

・市民の市政全般への満足度（％） 企画政策課
44.6

（2020年度）
50.7 53.0 60.0

・職員の市民への対応に対する満足度（％） 人事課
35.9

（2020年度）
41.5 37.0 39.0

・市税収納率（滞納分）（％） 収納課 34.2 38.3 35.0 37.0

・（地方債残高－財政調整基金残高）/人口（千円） 財務政策課 176 130 146 130

【施策２８】
市民自治・協働

【施策３２】
財政運営

【施策２９】
多様性を認め合う社
会の推進

【施策３０】
行政運営

【施策３１】
組織運営・人事マネ
ジメント

【基本目標５】
学びと文化で未来を創る人
財を育てる（教育・文化分
野）

【施策２３】
学校教育

【施策２４】
生涯学習の推進

【施策２５】
文化芸術・文化財

【施策２６】
生涯スポーツ

【基本目標６】
地域の自治力と行政経営
力を高める（市民協働・行
政経営分野）

【施策２７】
広報・広聴

【基本目標４】
産業の魅力を高める（産業
振興分野）

【施策２０】
農業の振興

【施策２１】
商工業の振興

【施策２２】
観光まちづくりの推
進
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令和6年度事務事業評価一覧表

NO. 所管課 中事業名称
R6

評価結果

R6

予算額

R6

決算額

1 総合政策部・情報広報課 情報化推進事業 B 1,144 1,144

2 総務部・行政課 投票環境向上事務 B 2,574 2,154

3 総務部・財産運営課 公共施設LED化推進事業 B 450,612 385,443

4 総務部・財産運営課 庁舎管理事務 B 167,617 153,261

5 総務部・防災安全課 消防団事業 B 47,667 44,439

6 市民生活部・環境課 環境基本計画推進事業 B 18,423 17,101

7 市民生活部・環境課 ごみ・資源収集処理強化事業 B 130,795 127,786

8 福祉部・地域福祉課 高齢者福祉推進事業 B 116,752 114,546

9 福祉部・保険年金課 子ども・ひとり親家庭等医療費支給事業 B 839,756 889,217

10 健康こども部・保育課 公立保育園環境改善事業 B 5,785 101

11 健康こども部・保育課 認可保育所等環境改善事業 B 14,629 13,697

12 健康こども部・健康課 健康づくり事業 B 6,162 5,522

13 都市産業部・都市計画課 都市計画推進総務事業 B 27,121 23,055

14 都市産業部・都市計画課・移動政策室 公共交通対策事業 B 267,497 372,091

15 都市産業部・産業観光課 商工業振興事業 B 188,779 184,680

16 都市産業部・産業観光課 企業誘致促進事業 B 150,675 150,471

17 都市産業部・産業観光課 観光促進事業 B 39,748 29,819

18 都市産業部・産業観光課 シティプロモーション推進事業 B 7,502 20,777

19 建設部・市街地整備課 日進駅西土地区画整理地区外関連事業 B 65,000 9,210

20 建設部・市街地整備課 香久山西部土地区画整理組合推進支援事業 A 151,076 102,216

21 建設部・市街地整備課 香久山西部土地区画整理地区外関連事業 A 105,920 113,307

22 建設部・市街地整備課 （仮称）北部土地区画整理組合設立支援事業 B 49,483 5,685

23 建設部・市街地整備課 緑化推進事業 B 12,775 12,160

24 建設部・市街地整備課 緑地・里山整備事業 B 11,375 10,979

25 建設部・道路河川課 交通安全対策事業 B 204,790 93,375

26 建設部・道路河川課 市道赤池・浅田２号線整備事業 B 6,270 5,980

27 建設部・道路河川課 （都）野方三ツ池公園線整備事業 B 68,901 52,405

28 建設部・道路河川課 スマートインターチェンジ整備事業 B 119,729 39,325

29 建設部・道路河川課 道の駅整備事業 B 1,990,222 1,673,781

30 建設部・下水道課 管路建設費（資本的支出） C 563,782 549,113

31 生涯学習部・学習政策課 教育委員会事務局総務事務 B 6,381 5,149

32 学校教育部・学校教育課 小学校就学支援事業 B 32,007 30,607

33 学校教育部・学校教育課 中学校就学支援事業 B 32,697 30,261

34 学校教育部・学校教育課 教職員研修強化事業 B 23,667 19,541

・評価対象事業　３４事業

令和６年度に市が実施した事業のうち、第４次実施計画（令和６年度～令和８年度）に掲載のある事業等

・評価結果

https://www.city.nisshin.lg.jp/department/soumu/zaimu/3/5/kessan/36/6/17758.html

※各事務事業評価の結果の詳細（事務事業評価シート）は、下記ホームページをご覧ください。

※令和７年度からの機構改革により、事務事業評価シート上の所管部局・課と異なる場合があります。

事務事業数

A 完了 2

B 現状のまま継続 31

C 一部改善が必要 1

D 抜本的改善が必要 0

E 抜本的見直しが必要（段階的廃止） 0

F 廃止・休止 0

34

評価

計
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